
平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

33,757 33,757 25,317

＜33,757＞ ＜33,757＞ ＜25,317＞

(0) (0) (0) (0) (0)

33,757 33,757 25,317 0 0

＜33,757＞ ＜33,757＞ ＜25,317＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

平成26年11月時点

事業番号
（注１）

事業名
（注２）

当該年度（注４）

直接／間接
交付
団体

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考
事業
実施
主体

基本
国費率

（a）
（注３）

1/2 町 町  直接 -    埋蔵文化財発掘調査事業  1

（様式１－４）

山田町山田町山田町山田町

 A  -

地区名
施設名

1

省庁名：

No.

復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

  町内  4

電話番号

合計額

担当部局名

市町村名

都道県名

1-4【文26】　　1/1



平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

22,350 22,350 16,762

＜22,350＞ ＜22,350＞ ＜16,762＞

(0) (0) (0) (0) (0)

22,350 22,350 16,762 0 0

＜22,350＞ ＜22,350＞ ＜16,762＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

平成26年11月時点

事業番号
（注１）

事業名
（注２）

当該年度（注４）

直接／間接
交付
団体

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考
事業
実施
主体

基本
国費率

（a）
（注３）

1/2 町 町  直接 -    埋蔵文化財発掘調査事業  1

（様式１－４）

山田町山田町山田町山田町

 A  -

地区名
施設名

1

省庁名：

No.

復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

  町内  4

電話番号

合計額

担当部局名

市町村名

都道県名

1-4【文27】　　1/1



平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

638,866 638,866 511,092

＜638,866＞ ＜638,866＞ ＜511,092＞

(0) (0) (0)

2,423,000 2,423,000 1,817,250

＜2,423,000＞ ＜2,423,000＞ ＜1,817,250＞

(0) (0) (0)

771,333 771,333 578,499

＜771,333＞ ＜771,333＞ ＜578,499＞

(0) (0) (0) (0) (0)

3,833,199 3,833,199 2,906,841 0 0

＜3,833,199＞ ＜3,833,199＞ ＜2,906,841＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

64  ☆  F  -   1

省庁名：

 -

No.
事業番号

（注１）

平成26年11月時点

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

当該年度（注４）

事業名
（注２）

備　考直接／間接

  5  -

 -

   直接 大沢  4  町 C  -

 町

86  

基本
国費率

（a）
（注３）

1/2

 漁業集落復興効果促進事業  山田町

 大沢地区漁業集落防災機能強化事業（直接補助
分）

 町

 直接 町 大浦  5

1/2

  1

 -  

  1

復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

 町

事業
実施
主体

4/5 直接

山田町山田町山田町山田町

地区名
施設名

交付
団体

  町
 大浦地区漁業集落防災機能強化事業（直接補助
分）

  3 C  -89  

市町村名

合計額

電話番号

都道県名 担当部局名

1-4【農27】　　1/1



平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

1,355,932 1,355,932 1,186,440

＜1,355,932＞ ＜2,339,264＞ ＜1,678,106＞

(0) (0) (0)

160,013 160,013 140,011

＜160,013＞ ＜160,013＞ ＜140,011＞

(68,000) (68,000) (51,000)

161,065 161,065 120,798

＜229,065＞ ＜229,065＞ ＜171,798＞

(0) (0) (0)

16,800 16,800 12,600

＜16,800＞ ＜16,800＞ ＜12,600＞

(0) (0) (0)

8,000 8,000 7,000

＜8,000＞ ＜8,000＞ ＜7,000＞

(0) (0) (0)

181,989 181,989 159,240

＜181,989＞ ＜181,989＞ ＜159,240＞

(0) (0) (0)

190,655 190,655 166,823

＜190,655＞ ＜190,655＞ ＜166,823＞

(0) (0) (0)

149,303 149,303 130,640

＜149,303＞ ＜149,303＞ ＜130,640＞

(0) (0) (0)

100,831 100,831 88,227

＜100,831＞ ＜100,831＞ ＜88,227＞

(25,317,752) (20,582,299) (18,148,913) (0) (0)

2,324,588 2,324,588 2,011,779 0 0

＜27,642,340＞ ＜24,051,284＞ ＜20,732,890＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

平成26年11月時点

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）

直接／間接
事業
実施
主体

地区名
施設名

（様式１－４）

山田町山田町山田町山田町

省庁名：

No.
交付
団体

事業番号
（注１）

事業名
（注２）

5   災害復興公営住宅整備事業（山田中央）  直接 3/4 町 山田  町

4 

-73 -4  D

 - -

 

 D 6  74 3/4 町 災害復興公営住宅整備事業（大浦）  直接 町 大浦

 大沢地区都市再生区画整理事業（被災市街地復
興土地区画整理事業）

 町 大沢 1/2 直接 町  -D  9 

22 1   田の浜地区津波防災緑地整備事業-103

D 106 -

104  D

105 -

D

 D

-

 -

97 -17 

1/2 直接 町  町 田の浜

4 

 4 

  -

-  

4 

13 

 船越

 町 船越 

 災害復興公営住宅整備事業（船越第1）

 町

3/4

-

 

14 

15 

3/4 直接

 直接

 町

 災害復興公営住宅整備事業（長林）

 町 町

 災害復興公営住宅整備事業（大沢小学校脇）  大沢

 町

 直接 3/4

16 

 町 災害復興公営住宅整備事業（船越第8）

3/4

 災害復興公営住宅整備事業（田の浜）

108    直接 3/4- 17  田の浜D - 4 

107    直接 町

 町

 田の浜  町 D - 4 -

 

電話番号

合計額

担当部局名

市町村名

都道県名

1-4【国26】　　1/1



平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

900,000 900,000 742,500

＜900,000＞ ＜900,000＞ ＜742,500＞

(0) (0) (0)

2,105,513 2,105,513 1,684,409

＜2,105,513＞ ＜2,105,513＞ ＜1,684,409＞

(0) (0) (0)

323,123 323,123 282,732

＜323,123＞ ＜323,123＞ ＜282,732＞

(0) (0) (0)

1,268,052 1,268,052 1,109,545

＜1,268,052＞ ＜1,268,052＞ ＜1,109,545＞

(0) (0) (0)

399,058 399,058 349,175

＜399,058＞ ＜399,058＞ ＜349,175＞

(0) (0) (0)

1,084,828 1,084,828 813,621

＜1,084,828＞ ＜1,084,828＞ ＜813,621＞

(0) (0) (0)

103,168 103,168 77,376

＜103,168＞ ＜103,168＞ ＜77,376＞

(0) (0) (0)

760,935 760,935 570,701

＜760,935＞ ＜760,935＞ ＜570,701＞

(471,200) (471,200) (412,300)

0 0

＜471,200＞ ＜471,200＞ ＜412,300＞

(0) (0) (0)

1,006,764 1,006,764 755,073

＜1,006,764＞ ＜1,006,764＞ ＜755,073＞

(0) (0) (0)

103 11,200 11,200 8,400

＜11,200＞ ＜11,200＞ ＜8,400＞

(0) (0) (0)

117,292 117,292 102,630

＜117,292＞ ＜117,292＞ ＜102,630＞

(0) (0) (0)

67,213 67,213 58,811

＜67,213＞ ＜67,213＞ ＜58,811＞

復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

2/3 直接22  県

平成26年11月時点

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）

直接／間接
事業
実施
主体

 県

地区名
施設名

 -

77  D

76  D

D -

4 74

4 

 D

73  

-

-

17 -

17 

3/4 直接 

 直接 災害復興公営住宅整備事業（山田中央）

 直接 町

 町

 町

 町

 山田 

 町 

（様式１－４）

山田町山田町山田町山田町

D

省庁名：

No.
交付
団体

6  1 

事業番号
（注１）

事業名
（注２）

-

 （大沢地区）
(主)重茂半島
線　大沢～浜

川目

 まちづくり連携道路整備事業 

1/2 直接 町

1/2

 町

 町 町

-

6  災害復興公営住宅整備事業（大浦）

 町 

 大浦 

5 

-  

3/4

3/4

- 7 

 

 直接

6  

 織笠

 町

 町

 町

 大沢地区都市再生区画整理事業（被災市街地復
興土地区画整理事業）

 9 -  

-

  

 

12 3/4 直接

1/2 直接 町 大沢

 町

 直接 1/2

 直接 船越 3/4 町 災害復興公営住宅整備事業（船越第1）-D

3/4 直接 町

 町  直接 山田

  災害復興公営住宅整備事業（織笠跡浜）

 大沢

  

 

 町 織笠

17 

 町

14 

1/2

4 

13 

 山田地区（低地部）都市再生区画整理事業（被災
市街地復興土地区画整理事業）

 災害復興公営住宅整備事業（大沢小学校脇）

-

104

 D

 102

101

97 - D

 D

-D

-

 D -

4 

72  D - 4 

105  

- 4  災害復興公営住宅整備事業（大沢下条）  大沢

-

17 

 

 

 

11 

4 -

-

 織笠地区都市再生区画整理事業（被災市街地復
興土地区画整理事業）

 山田-
 山田地区都市再生区画整理事業（被災市街地復
興土地区画整理事業）

22 - 1    田の浜地区津波防災緑地整備事業  田の浜  町  町

 市街地復興効果促進事業  山田町  町  町  直接 4/565  ★ F - 2 - 1  -    1
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交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）

直接／間接
事業
実施
主体

地区名
施設名

No.
交付
団体

事業番号
（注１）

事業名
（注２）

(0) (0) (0)

51,650 51,650 45,193

＜51,650＞ ＜51,650＞ ＜45,193＞

(0) (0) (0)

148,106 148,106 129,592

＜148,106＞ ＜148,106＞ ＜129,592＞

(0) (0) (0)

132,188 132,188 115,664

＜132,188＞ ＜132,188＞ ＜115,664＞

(471,200) (471,200) (412,300) (0) (0)

8,479,090 8,479,090 6,845,422 0 0

＜8,950,290＞ ＜1,200,000＞ ＜7,257,722＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

 町  直接

 町  直接

3/4 船越 災害復興公営住宅整備事業（長林）

 田の浜 災害復興公営住宅整備事業（田の浜）  町 3/4

 町- 4 

16 4 

 -

  - -

D

D

106

 107

 

4 17   災害復興公営住宅整備事業（船越第8）

 15 

-108 D - 3/4 直接 町  町 田の浜

電話番号

合計額

担当部局名

市町村名

都道県名
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